
1 評価実施主体の責務   

評価実施主体は、本指針を踏まえ、公正かつ透明で、研究開発の特性やその進展   

状況等に応じて柔軟で、優れた成果が将来の発展に着実につながっていくための具   

体的な仕組み（実施要領等の策定、評価委員会の設置）を整備し、厳正な評価を実   

施する。また、その評価結果を適切に活用し、さらに、国民に対して評価結果とそ   

の反映状況についてわかりやすく情報提供を行う。その際、研究者が高い目標に挑   

戦するなどを通じその能力が十分発揮されるよう促し、研究開発の質の向上や効率   

化を図るとともに、評価実施に伴う作業負担により研究者が本来の研究開発活動の   

ための時間や労力を著しく責やすことのないよう努める。  

2 評価者の責務  

（1）評価者は、評価に当たり、評価対象を正しく理解することを努めた上で、公平一   

公正で厳正な評価を行うべきことを常に認識し、研究開発実施に伴う研究者の責   

任を厳しく問う姿勢を持つとともに、独創的で有望な優れた研究者や研究開発を  

発掘し、又はさらに伸ばしてより良いものとなるように適切な助言を行う。また、  

自らの評価結果が、後の評価者によって評価されることになるとともに、最終的  

には国民によって評価されるものであることを十分lこ認識しなければならない  

（2）評価者は評価に関し知り得た情報を正当な理由なく漏らしてはならない。  

3 研究者等の責務  

研究者等（評価対象が研究開発施策の場合、被評価者となるその施策の実施者を   

含む。）は、国費による研究開発を行うに際し、意欲的な研究開発課題等に積極的   

に挑戦すること、研究開発の成果を挙げること、研究開発の成果が最終的には国民■   

社会に還元されるよう図ること、あるいは成果が出ない場合には、評価を通じて課   

される説明責任や結果責任を重く受け止めること等、その責任を十分に自覚し、ま   

た研究開発の成果を広く国民に周知し、理解を得ることが極めて重要である。  

また、研究開発活動の一環として評価の重要性を十分に認識し、自発的かつ積極   

的に評価に協力する。さらに、研究者等は、専門的見地からの評価が重要な役割を   

果たすものであることを十分に認識し、評価に積極的に参加する。  

第5♯ 評価の基本的考え方  

1 外部評価の実施及び評価者の選任等   

（1）外部評価の実施  

評価実施主体は、評価の客観性・公正さ・信頼性を確保するために、外部評価  

を実施することを原則とする。また、必要に応じて第三者評価を活用するものと  

する。   

（2）評価者の選任等  

ア 評価者は、当該研究分野及びそれに関連する分野の専門家から選任し、国際  

的な観点から評価を行うために、必要に応じて、海外の研究者に評価意見を求  
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めることもできるものとする。ただし、研究開発の性格や目的に応じて社会一   

経済のニーズを適切に反映させるために、産業界や人文■社会科学の人材を選   

任する等、当該研究分野の専門家以外の有識者等からも選任できるものとする。  

イ 評価者の選任に当たっては、利害関係の範囲を明確に定める等により原則と   

して利害関係者が評価者に加わらないようにする。なお、利害関係者がやむを   

得ず加わる場合については、その理由を示すとともに、当該利害関係を持つ評   

価者のモラルの向上や評価の透明性の確保等を図る。さらに、評価の客観性を   

保つために、例えば、年齢、所属機関及び性別等に配慮して評価者を選任する   

ように努める。  

り また、研究者間に新たな利害関係を生じ、公正な審査の妨げとなることのな   

いよう、評価者に対し評価に関わる諸情報の守秘の徹底を図る。  

エ なお、国や国民の安全が害されるおそれがある等の観点から秘密の保持が必   

要な場合は、本章に定める方法によらずに、評価を行うことができる。  

2 自己点検の活用  

研究開発機関や研究者などの被評価者等が自ら研究開発の計画段階において、   

明確な目標とその達成状況の判定指標を明示し、研究開発の開始後には適時適切   

に目標の達成状況等の自己点検を行い、また、その点検結果を踏まえ研究開発の   

改善に取り組むこととする。評価者は評価への研究者等の主体的な取組を促進し、  

また、評価の効率的な実施を推進するため、被評価者などの自己点検結果を活用  

して評価を行う。  

3 評価時期  

（1）研究開発施策及び研究開発課題   

ア 研究開発施策及び研究開発課題については、原則として事前評価及び事後評  

価を行う。   

イ 研究開発施策については、研究開発をめぐる諸情勢の変化に柔軟に対応しつ  

つ、常に活発な研究開発が実施されるように、評価実施主体は、3年から5年  

程度の期間を一つの目安として、定期的に評価を実施する。 

ウ 研究開発課題については、3年の研究開発期間の場合、原貞り2年目で中間評  

価を実施する。5年以上の期間を要する又は研究開発期間の定めがない研究開  

発課題は、評価実施主体が当該研究開発課題の目的、内容、性格、規模等を考  

慮し、例えば3年程度を一つの目安として定期的に中間評価を実施する。また、  

優れた成果が期待され研究開発の発展が見込まれる研究開発課題及び目的上継  

続性が重視される研究開発課題については、切れ目なく研究開発が継続できる  

ように、研究開発終了前の適切な時期に評価を実施し、継続を決定することが  

できるものとする。   

工 研究開発施策及び研究開発課題については、必要に応じて追跡評価を行い、  

成果の波及効果、活用状況等を把握するとともに、過去の評価の妥当性を検証  
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し、関連する研究開発制度等の見直し等に反映するものとする。なお、追跡評  

価については、今後、その一層の定着・充実を図ることとする。  

（2）研究開発機関  

研究開発機関については、（1）のイに準じて定期的に評価を実施する。  

（3）研究者の業績  

研究者の業績の評価については、研究者が所属する機関の長が自ら定める方法   

に従い、評価を実施する。  

4 開かれた評価の実施   

厚生労働省の科学研究開発の現状について、国民の理解を得るとともに、評価の透   

明性・公正さを確保するため、評価に係る諸情報を積極的に公開することが必要であ   

る。  

（1）評価方法の周知  

評価実施主体は、評価における公正さ、信植性、継続性を確保し、●実効性のあ  

る評価を実施するために、評価目的や評価対象に応じて、あらかじめ評価方法（評   

価手法、評価項目、評価基準、評価過程及び評価手続等）を明確かつ具体的に設  

定し周知する。  

（2）評価内容等の被評価者への開示  

評価実施主体は、評価実施後、被評価者に結果を開示し、その内容を説明する   

等の仕組みを整備する。なお、研究者の業績の評価については、所属する機関の  

長が定める方法に従う。  

（3）研究開発評価等の公表等   

ア 評価実施主体は、個人情報や企業秘密、国家安全保障等や未発表の研究成果・  

知的財産等に配慮しつつ、研究開発成果及び評価結果をホームページ等により、  

分かりやすい形で国民に積極的に公表する。ただし、研究者の業績評価の結果  

については、個人情報の秘密保持の点から慎重に取り扱う。  

イ 評価者の評価に対する責任を明確にするために、評価実施後、適切な時期に  

評価者名及び評価者の実績又は業績を公表する。この場合、研究開発課題の評  

価については、研究者間に新たな利害関係を生じさせないように、個々の課題  

に対する評価者が特定されないように配慮するものとする。  

り 特に、大規模プロジェクトについては、アに留意しつつ評価結果を具体的に  

公表する。  

5 研究開発資源の配分への反映等評価結果の適切な活用   

評価結果を十分に活用し、研究の一層の活性化を図るため、画一的、短期的な視点   

のみにとらわれないよう留意しつつ、評価結果を研究開発糞等の研究開発資源の重点   

的・効率的配分、研究開発計画の見直し等の研究企画に適切に反映することが必要で   

ある。このことは、柔軟かつ競争的で開かれた、より創造的な研究開発環境の醸成に  
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寄与し、活力あふれた研究開発を推進することにもつながるものである。評価結果の  

具体的活用の例としては、評価時期別に、  

（1）事前評価では、採択・不採択又は計画変更、優れた研究開発体制の構築等  

（2）中間評価では、進捗度の点検と目標管理、継続、中止、方向転換、運営の改善、   

研究開発の質の向上、研究者の意欲喚起等  

（3）事後評価では、研究の目的や目標の達成・未達成の確認、研究者又は研究代表   

者の責任の明確化、国民への説明、結果のデータベース化や以後の評価での活用、   

次の段階の研究開発の企画・実施、次の政策・施策形成への活用等  

（4）追跡評価では、効果や波及効果の確認、社会への説明、次の政策一施策形成へ   

の活用（政策・施策の目的自体の見直しを含む。）等  

が挙げられる。  

6 評価支援体制の整備  

（1）電子化の推進  

研究開発の評価を行うに当たっては、評価者・被評価者双方において、関係資   

料の準備やその検討など、一連の評価業務に係る作業が必要となるが、評価に伴   

うこれらの作業負担が過重なものとなり、かえって研究開発活動に支障が生じて   

はならない。そこで、評価実施主体においては、さらに効率的な研究開発の企画   

等を図るため、被評価主体や研究者の協力を得て、課題ごとに研究者（エフォー   

トを含む。）、資金、研究開発成果（論文、特許等）、評価者、評価結果を含む   

データベースを構築し、管理する必要がある。  

さらに、審査業務及び評価業務を効率化するために、申請書の受付、書面審査、   

評価結果の開示等における電子システム化を進めることが望ましい。  

（2）人材の確保  

海外の研究者や若手研究者を評価者として積極的に参加させることなどにより、   

評価者について裾野の拡大を図るよう努める。さらに、研究開発課題の評価プロ   

セスの適切な管理、質の高い評価、優れた研究の支援、申請課題の質の向上の支   

援等を行うために、研究経験のある人材を充てることが望ましい。また、研修、   

シンポジウム等を通じて評価人材の養成に努めることも必要である。  

7 評価における客観性の確保と研究開発の性格等に応じた適切な配慮  

（1）評価の客観性を確保する観点から、質を示す定量的な評価手法の検討を進め、   

具体的な指標・数値による評価手法を用いるよう努めるものとする。  

（2）本指針が対象とする研究は、多様な目的を持つものであり、例えば遺伝子資源   

の収集・利用、長期縦断疫学研究など短期間で論文、特許等の形で業績を上げに   

くい研究開発分野や試験調査などそれぞれの研究事業等が持つ性格や目的を十分   

に考慮し、それぞれの研究事業等や研究開発機関に適した評価を行うことが必要  

である。  

（3）国立試験研究機関の試験・調査等は、各種の研究活動の基盤整備的な役割を担  
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